
 

地区整備計画の区域面積 約７９．４ｈａ 

地

区

整

備

計

画 

地区施設の配

置及び規模 

道路 
幅員４ｍ 総延長 約  ２３０ｍ     幅員６ｍ 総延長 約１，８８０ｍ 

幅員８ｍ 総延長 約  ５５０ｍ 

緑地 幅員２ｍ 総延長 約１，２９０ｍ  

地区の細区分 
名称 Ａ 沿道業務地区 Ｂ 業務地区 Ｃ 低層住宅地区 Ｄ 中層住宅地区 Ｅ 住宅地区（１） Ｆ 住宅地区（２） 

面積 １９．８ｈａ ６．５ｈａ １１．６ｈａ １９．６ｈａ １４．７ｈａ ７．２ｈａ 

 
 

 
 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

建築物等の用途の

制限 

当地区に建築することができる建築物は、次に掲げるものとする。 

１ 流通業務市街地の整備に関する法律第５条第１項第１号から第１１

号（第２号、第６号、第９号は除く。）に掲げるもの 

２ 下記にかかる事業を営む工場（業種については日本標準産業分類に

よる業種とする。） 

生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デバイス・

電子回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、そ

の他の製造業（ただし、時計・同部分品製造業に限る。） 

３ 下記にかかる事業を営む工場（業種については日本標準産業分類に

よる業種とする。） 

食料品製造業（ただし、動植物油脂製造業は除く。）、飲料・たばこ・

飼料製造業（ただし、飼料・有機質肥料製造業は除く。）、なめし革・

同製品・毛皮製造業（ただし、なめし革製造業は除く。） 

４ 事務所 

５ 自動車車庫の用途に供する工作物、自動車車庫 

６ 建築基準法別表第二（い）項第９号に掲げるもの 

７ 建築基準法別表第二（は）項第５号に掲げる建築物の用途に供する

もの（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第６項に

規定する店舗型性風俗特殊営業、同条第９項に規定する店舗型電話異

性紹介営業又は同条第１３項に規定する接客業務受託営業の用途に供

するものは除く。） 

８ 前各項の建築物に付属するもの 

当地区に建築することができる建築物は、次に掲げるものとする。 

１ 流通業務市街地の整備に関する法律第５条第１項第３号から第１１

号（第４号、第６号、第９号は除く。）に掲げるもの 

２ 下記にかかる事業を営む工場（業種については日本標準産業分類によ

る業種とする。） 

生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デバイス・

電子回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、そ

の他の製造業（ただし、時計・同部分品製造業に限る。） 

３ 下記にかかる事業を営む工場（業種については日本標準産業分類によ

る業種とする。） 

食料品製造業（ただし、動植物油脂製造業は除く。）、飲料・たばこ・

飼料製造業（ただし、飼料・有機質肥料製造業は除く。）、なめし革・

同製品・毛皮製造業（ただし、なめし革製造業は除く。） 

４ 事務所及び建築基準法別表第二（い）項第３号に掲げるもの 

５ 自動車車庫の用途に供する工作物、自動車車庫 

６ 建築基準法別表第二（い）項第９号に掲げるもの 

７ 建築基準法別表第二（は）項第５号に掲げる建築物の用途に供するも

の（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第６項に規定す

る店舗型性風俗特殊営業、同条第９項に規定する店舗型電話異性紹介営

業又は同条第１３項に規定する接客業務受託営業の用途に供するもの

は除く。） 

８ 前各項の建築物に付属するもの 

 次に掲げる用途の建築物は建築し

てはならない。 

１ 事務所 

２ 建築基準法別表第二（は）項第５

号に掲げる建築物の用途に供する

もの 

３ 倉庫（床面積の合計が１００㎡を

超えるもの） 

４ 兼用住宅（建築基準法別表第二

（い）項第２号に掲げるものは除

く。） 

次に掲げる用途の建築物は建築してはならない。 

１ 山陽自動車道道路境界から２５ｍ以内の区域（①

ゾーン）及び５０ｍ以内の区域（②ゾーン）におい

て、３階以上の部分を居住の用途に供する建築物 

次に掲げる用途の建築物は建

築してはならない。 

１ 建築基準法別表第二（に）項

第３号から第５号に掲げるも

の 

ただし、市長が本地区内における土地の利用状況に照らして、適正な都市機能と健全な都市環境を害するおそれがないと認めて許可した場合においては、この限りでない。 

建築物の延べ面積の敷地面積

に対する割合の最高限度   １０／１０    

建築物の建築面積の敷地面積

に対する割合の最高限度   ５／１０    

建築物の敷地面積

の最低限度 

５００㎡ 

ただし、土地区画整理法（昭和２９年法律１１９号）第９８条の規定による仮換

地の指定又は同法第１０３条の規定による換地処分により、５００㎡未満となる

敷地で、都市環境に支障がないと認められるものについては、この限りでな

い。 

３００㎡ 

ただし、土地区画整理法（昭和２９年法律１１９号）第９８条の規定による仮換

地の指定又は同法第１０３条の規定による換地処分により、３００㎡未満となる敷

地で、都市環境に支障がないと認められるものについては、この限りでない。 

２００㎡ 

ただし、土地区画整理法（昭和２９年法律１１９号）第９８条の規定によ

る仮換地の指定又は同法第１０３条の規定による換地処分により、２００

㎡未満となる敷地で、周辺の住環境に支障がないと認められるものに

ついては、この限りでない。 

  

壁面の位置の 

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線（道路境界線における隅切部分を除く。）までの距離は２ｍ以上とする。 

ただし、外壁の後退距離（地区施設である緑地に面する部分を除く。）の限度に満たない距離にある建築物の部分が次の各号の一に該当する場合は

この限りでない。 

（１） 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であるもの 

（２） 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３ｍ以下で、かつ、床面積の合計が５㎡以内であるもの 

（３） 壁を有しない自動車車庫及び自転車置場で軒の高さが２．３ｍ以下であるもの 

 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線（道路境

界線における隅切部分を除く。）までの距離は１ｍ以上とする。た

だし、外壁の後退距離の限度に満たない距離にある建築物の部分

が次の各号の一に該当する場合はこの限りでない。 

（１） 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下である

もの 

（２） 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３ｍ以下で、

かつ、床面積の合計が５㎡以内であるもの 

（３） 壁を有しない自動車車庫及び自転車置場で軒の高さが２．３ｍ以

下であるもの 

  

建築物等の高さの最

高限度 

 １０ｍ １５ｍ １５ｍ １５ｍ 

ただし、市長が本地区における土地の利用状況に照らして、適正な都市機能と健全な都市環境を害するおそれがないと認めて許可した

場合においては、この限りでない。 

建築物等の形態又

は意匠の制限 

（１）建築物の屋上には、広告物を設置してはならない。 

（２）景観の形成等に関する兵庫県条例第２条第（５）号に該当する建築物については、同条例第２２条第１項の大規模建築物指導基準によるものとする。 

かき又はさくの構造

の制限 

（１）道路に面する側のかき又はさくを設置する場合は次の各号に掲げるものとする。（門柱にあってはこの限りでない。） 

（ア） 生垣 

（イ） １．６ｍ以下の透視可能なフェンス等とし、内側に植栽帯を設けたもの 

（１）道路に面する側のかき又はさくを設置する場合は次の各号

に掲げるものとする。（門柱にあってはこの限りでない。） 

（ア） 生垣 

（イ） 敷地地盤面より１．６ｍ以下のフェンス等とし、内側に植

栽帯を設けたもの 

（ウ） 敷地地盤面より１．６ｍ以下の塀とし、補強コンクリート

ブロック造等（モルタル、しっくい等で表面仕上げのもの

を除く。）以外のもので内側に植栽帯を設けたもの 

（１）道路に面する側のかき又はさくを設置する場合は次の

各号に掲げるものとする。（門柱にあってはこの限りでな

い。） 

（ア） 生垣又はフェンス 

（イ） 補強コンクリートブロック造等（モルタル、しっくい等で表面

仕上げのものを除く。）以外の塀 

 

 

中播都市計画（土師・南山地区） 地区整備計画 

 

【平成１４年３月１日 龍野市告示第７号】 

【平成２３年４月１日 たつの市告示第２８号】 


